2003年11月10日

米国鉄鋼ｾｰﾌｶﾞｰﾄﾞ措置について

１．これまでの経緯

· 2001年 6月28日
33品種を対象に包括的通商法201条調査が開始。

· 2001年10月22日
米国国際貿易委員会（ITC）による損害認定。

· 2002年 3月 5日
米国大統領がｾｰﾌｶﾞｰﾄﾞ措置の概要を発表。

· 2002年 3月20日
ｾｰﾌｶﾞｰﾄﾞ措置発動。

同日、本ｾｰﾌｶﾞｰﾄﾞ措置がWTO協定上の発動要件を満たしていないとして、日本国政府がEU、韓国、中国、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ、ﾉﾙｳｪｰ、ｽｲｽ、ﾌﾞﾗｼﾞﾙとともにWTO提訴。

· 2003年 5月 2日
ﾊﾟﾈﾙ最終報告書　当事国送付（非公表）。

· 2003年 7月11日
ﾊﾟﾈﾙ最終報告書　加盟国送付（公表）。

· 2003年 8月11日
米国政府がWTO上級委員会へ上訴。

· 2003年11月10日
WTO上級委員会報告書公表（今回）

２．ｾｰﾌｶﾞｰﾄﾞ措置概要

· 対象品種： 14品種（鋼板類、条鋼類、鋼管類、特殊鋼類、ｽﾗﾌﾞ）

· 措置期間：3年間（02年3月20日～05年3月20日）
· 措置内容

	

    
	
	1年目

(02.3.20-03.3.19)
	2年目

(03.3.20-04.3.19)
	3年目

(04.3.20-05.3.20)

	鋼板類(厚･熱･冷･表･ﾌﾞﾘｷ)
	関税引上
	30%
	24%
	18%

	条鋼類
	熱間棒鋼・冷間棒鋼
	関税引上
	30%
	24%
	18%

	
	鉄筋棒鋼
	関税引上
	15%
	12%
	 9%

	鋼管類(溶接鋼管)
	関税引上
	15%
	12%
	 9%

	特殊鋼類
	ｽﾃﾝﾚｽ棒鋼･形鋼･線材
	関税引上
	15%
	12%
	 9%

	
	ｽﾃﾝﾚｽﾜｲﾔｰ
	関税引上
	 8%
	 7%
	 6%

	ｽﾗﾌﾞ
	関税割当
	割当数量
	540万NT
	590万NT
	640万NT

	
	
	追加関税
	30%
	24%
	18%


※その他の措置として､輸入ﾗｲｾﾝｽによるﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｼｽﾃﾑ導入､労働者･社会地域に対するｻﾎﾟｰﾄ(ﾘｽﾄﾗ社員への再教育支援等)を発表。
· 適用除外国：NAFTA(ｶﾅﾀﾞ・ﾒｷｼｺ)、FTA(ｲｽﾗｴﾙ・ﾖﾙﾀﾞﾝ)、僅少輸入の発展途上国(ﾀｲ等)

· 適用除外ｱｲﾃﾑ：2002年・2003年分を合わせて約1000品目について適用除外認定。

以上

